
※ 本案件は予定段階であり、本プレ公告は現時点での概要を示したものです。今後、情勢等

の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。予め

ご承知おきいただきますようお願いいたします。 

※ 入札説明書等は、正式公告時に併せて掲載いたします。 

調達予定案件情報：プレ公告 

（国内向け物品・役務等の調達） 

 

2020 年 8 月 20 日 

独立行政法人国際協力機構 

調達・派遣業務部契約第三課 

 

業務名称（仮称）：プロジェクト研究「地震分野の防災協力の再評価と重点分

野の今後の方策検討」 

公告時期（予定）：9月上旬～中旬に正式公告掲載予定です 

業務実施期間（予定）：2020 年 11 月下旬～2022 年 11 月下旬 

競争方法（予定）： 一般競争入札（総合評価落札方式） 

 

業務内容（概要）： 

【業務の背景】 

 JICA はこれまで地震防災に関する支援事業（技術協力プロジェクト、本邦研修、各種調

査等）を実施してきており、その分野は地震観測、耐震技術移転・適用、制度構築、防災計

画策定等、多岐に亘る。その一方、途上国政府は、仙台防災枠組にも示される通り、災害被

害を軽減するため各国・各地方自治体の防災計画に沿った防災対策を着実に実施し、事前投

資を促進していくことが急務となっている。JICA としては、途上国からの要請に対し、防

災事業をより的確なものに導いていくことが必要であり、そのために地震防災対策を再評

価し、重要な部分については協力のアプローチを検討する必要がある。よって、本業務では、

途上国行政部門が実施すべき防災対策について、それが実施・達成されないボトルネックを

社会環境や民間の技術力といった側面も考慮に入れて洗い出し、それが行政部門及び行政

部門に対する協力の展開で解決が可能かどうかを評価する。そのうち、JICA が優先的に協

力を展開すべき分野は、ボトルネックの解決策（方法やアプローチなど）を検討する。 

【業務の目的】 

本業務を通じ、途上国行政部門が実施すべき地震防災対策及びそのボトルネックが整理

され、JICAが途上国に対して実施すべき協力の概観が明らかにされることを目的とする。

本業務の成果が、JICA 事業（主に技術協力、本邦研修）で活用されることによって、途上

国における防災事前投資が効果的に促進されることが期待される。 

以上  

 


